
 

平成３０年度保険料率に係る石川支部評議会意見 

 

評議員種別 意見 

事
業
主
代
表 

・保険料率 10％で準備金残高が更に積み上がることが見込まれるのであれば、10％は

過大な保険料率となる危険性がある。現状の準備金残高は法で定める 1 ヶ月分以上

の過大なものとなっているので、更なる積み上げは不要である。よって 10％には反対で

ある。単年度で収支均衡となる保険料率が上限である。 

・準備金の積立をどういうポリシーでやっているのかがはっきりしない。各年度の単年度

収支を均衡させるのか、将来に向けて黒字の収支とするのかで大きく変わってくる。そ

こが曖昧である限り議論しても意味がない。 

・将来が悲観的なのか、楽観的なのか、それぞれの予想があるが、今の我々の世代が

備えなければならないのは、今年負担するものは、今年の医療費だけで良いと考える。

しかしながら、それがいつの間にか将来が悲観的だから貯金しようという考えになって

いる。それは、その時の世代が負担すべきであって、収支均衡という考え方から大きく

転換している。 

・準備金はどんな用途や目的で積み立てるのか、それによって必要な金額が決まる。目

的が明確ではないのに、いたずらに準備金をつくるのは、ナンセンスとしかいいようがな

い。 

・一番恐ろしいのは、災害や北朝鮮問題など、何かしらの要因で急激に医療費が増大

した場合にどうするかを考えておく必要がある。 

・保険料率設定時において、保険料収入、債権回収、医療給付費の 3つが石川の実績

値で、あとは総報酬額からの推計値とのことだが、石川の料率を決めるのであればで

きるだけ石川の実情を入れるのが筋ではないか。 

・5 年収支、10 年収支のシミュレーションの正確性はどうなのか。何が起きてもよい体制

は必要ではあるが、アクシデントの要素を見込んで組み込みすぎているのではないか。 

被
保
険
者
代
表 

・準備金残高が積み上がったのであれば、保険料率は引き下げなければならない。 

・法律上は準備金の積み立ては 1か月分でよいことになっているが、「1か月分という定

義が適正なのか」、「本当は 2 か月、3 か月分あるべきだ」ということの説明がされない

と、「1か月分でよいものを何故 2か月、3か月分も必要なのか」という話になる。そういう

意味で、単年度収支が黒字でもある程度の準備金残高が必要ということであれば、準

備金残高の適正額を示してもらわないと、保険料率を決める議論は難しい。 

・保険料率については少々の変動があってもいいと思う。下がった理由、上がった理由

について周知すれば、加入者も意識するのでは。 



 

学
識
経
験
者 

・準備金については、その根拠として、どの水準まで積み立てるか、不透明できちんと

示されていなければ、逆にそれは目的のない貯蓄となってしまう。いわゆる準備金残高

に関しての明確な方針を示すということと、逆に言えば将来の世代にツケを残さないた

めに、きちんと収支均衡でバランス取っていくことが重要。 

・準備金残高が増えると、国庫補助が削減される可能性がある。なので、準備金を積み

立てること自体は協会けんぽにとって利益にはならない。財務省として、国庫補助はこ

こまで必要なのかと削減に転ずる可能性がある。 

・パートタイマーの適用拡大については、報酬月額は低くても同じように医療機関に受

診することから、逆に支出が増えるというリスクもある。どうしても労働時間が短い人ほど

収入は少なくなるため、財政安定化とは別の面でのリスクがあり、保険料率設定時にお

いては、そのリスクもマネジメントする役割が必要である。 

・収入は景気に左右される一方で、支出は診療報酬改定や医療技術の進歩を加味す

る必要があり難しい。ただし、後期高齢者の医療費は増加していくが、人口構造上減少

していくため、総体的な全体としての医療費自体は大きく伸びるわけではない。協会け

んぽだけでなく、健保組合も赤字構造であるということで問題になっているが、負担の

仕組みのあり方についても今のままでよいのか議論していく必要がある。 

 


